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おわりに
は じめに
課税標準たる課税所得概念は、理論的には経済力の純増加額たる実現純所得概念であり、=それは
事業年度に帰属した負担能力のある真実公正な課税所得でなければならない。問題は、いかなる認
識・測定により計算された所得が真実公正な課税所得を形成することになるかである。
法人税法第22条第2 項は、各事業年度の所得の金額の計算にあたって、当該事業年度の益金の額
に算入すべき金額として、「別段の定め」を除者、資産の販売、有償による資産の譲渡、有償による
役務の提供、無償による資産の譲渡、無償による役務の提供、無償による資産の譲受けその他の取
引で、資本等取引以外のものにかかる当該事業年度の収益の額とすると規定する。
無償による資産の譲渡又は役務の提供及び無償による資産の譲受けを除くと、益金に算入すべき
金額は会計上の収益の額とするとし、この収益の額は法人税法第22条第4 項によって「一般に公正
妥当と認められる会計処理の基準」に従って計算されるものとされる。したがって、法人税法第22
条第2 項及び第4 項によって否認される理由は、当該収益に関する会計処理が会計上の「公正処理
基準」に違反する場合に限定されるべきである。 ‥
しかしながら、裁決事例の中には、会計上の「公正処理基準」に該当するか否かを判断するとい
うよりはむしろ、会計上認められている公正処理であっても、税務上独自に何か公正処理であるか
を判断できると解するものも見受けられる。課税庁による否認の法理は、公正処理基準に違反する
場合、事実と異なる会計処理が行われる場合、税法規定に従った会計処理でない場合に限定される
べきものであり、会計上「一般に公正妥当な会計処理」として認められている中から選択された会
計処理は、継続性を前提として税務上も是認されるべきものであり、税務否認の対象とはなりえな
いはずである。 ニ 犬
会計上「一般に公正妥当と認められる会計処理の基準」とは何であり、それが真実公正な課税所
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得概念からみて、適正妥当であるか否か、また複数の公正処理の中から、最も適切妥当な会計処理
はどれであるかを検討し、課税所得計算にあたってどの会計処理を選択すべきかを検討するのは、
税務会計理論特有の領域である。
税務会計学における税務収益の認識に関しては、先ず会計上の収益が認識されるか否か、認識さ
れるとすればいかなる会計処理と結合するか、さらに、あるべき課税所得概念から会計上認識・測
定された収益がそのまま益金として認識可能か否かを検討し、そのまま益金として認識できない場
合には、収益とは異なる益金の認識時点、益金の会計処理、益金の金額を確定しなければならない。
以下、税務上め裁決事例について、税務会計学的に何か問題であり、いかなる認識をすべきかに
ついて検討する。
I. 横領商品の架空名義売却と売上 計上 漏れ（1）1.
事例の概要
審査請求人は、皮革の卸売業を営む同族会社である。請求人の取締役M が、架空名義（S 名義）
を使用して取引先P 株式会社に商品を売却し、その売却代金を自己の為消費したとして、請求人は
同人を業務上横領により告訴したよこの横領商品の売却に対し、原処分庁は架空名義で売却された362,016
円は、当該取締役に損害請求が行われており、当人も求償する意志があるところから、請求
人の売上計上漏れに当たると認定し、更正処分及び過少申告加算税の賦課決定処分を行った。
2. 裁決の要旨
請求人の営業担当役員の本件横領の実体は、請求人の簿外売上金の横領であるか、請求人の商品
を同人が横領したものとしその売上は同人の個人の取引に係るものと認めるべきであるかについて
は疑問の存するところであるが、当該商品の原価は請求人の売上原価に計上されており、少なくと
も当該商品の原価に相当する損害賠償請求権を請求人が有することは明らかである以上、請求人は、
当該役員に弁済能力のあることを前提として、不法行為に基づく債務の確認及び当該債務の弁済方
法等を調停により定めているから、請求人の売上計上漏れとしてこれを所得に加算するのが相当で
ある。
3. 税務会計学的検討 犬 づ
売上計上漏れとして益金に算入できるとする法的根拠は、法人税法第22条第2 項によるとするも
のであるが、法人税法第22条第2 項は、益金の額に算入すべき金額は［別段の定め］を除き、会計
上の収益の額とすることを確認した規定である。したがって、「別段の定め」がない限り、益金に算
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入すべき金額は会計上の認識・測定に依存すべきものであり、こ の会計上の認識・測定は一般に公
正妥当と認められる会計処理の基準によることが法人税法第22条第4 項によって確認されている。
その意味で当該事例は、「別段の定め」により規定されているものに該当しないから、会計上の収
益及び費用の認識・測定に依存することになる。そこで、事実の認定として、請求人の取引先であ
るP 株式会社に請求人の取扱商品が架空名義で販売されている事実及び売上金額については当事者
間において争いがない。しかし、この架空名義によって販売された商品代金が請求人の売上計上漏
れにあたるとする裁決の判断理由は次のようである。
①P 株式会社は請求人の得意先であり、P 株式会社は架空名義で当該商品を仕入れ、この仕入
代金を小切手で取締役M に支払ったが、P 株式会社は当該商品の仕入れは請求人の別口取引で
あると認識して行ったという推認の余地が多分にある。
② 本件売上商品の原価が当該事業年度の売上原価に計上されていることから、少なくとも当該
商品の原価に相当する損害賠償請求権を請求人が有することは明らかである。
③ 請求人は、検察庁へ同人を告訴し、調停調書により当該債務の弁済方法を定めているから、M
に当該債務の弁済能力のあることが確認されている以上、これを請求人の売上計上漏れとし
て所得に加算し、当該金額をM に対する貸付金と七て処理した原処分に違法性はない。
先ず第一の理由におけるP 株式会社が、当該商品を請求人の別口取引と認識したか否かぱ、請求
人の売上計上漏れか否かを判断するための決定的な判断要素とはならない。別口取引であったか否
かは、請求人が販売した売上金額を請求人が通常口座と異なる別口口座に振込ませるよう指示して
いたか否かによる。この事例では、少なくとも口座名は架空名義S の口座が使われており、請求人
が指示したものでないことは明らかである。そうであるならば、たとえP 株式会社が請求人からの
仕入れであると認識していたとしても、経済的実質性からみれば請求人の販売行為ではない。
第二の理由における商品原価が売上原価に計上されていることから売上計上漏れに該当するとす
るが、会計上売上原価の計算は、実地棚卸をベースに期末に一括計算が行われるから、仕入勘定か
ら抜かない限り自動的に売上原価に混入する。問題は、いつ商品横領が発覚したかであるが、発覚
時点で仕入金額から横領商品の金額を減少しておく必要がある。したがって、恣意的に売上原価の
計算上損金算入額を増加させようとしたものでない限力、売上原価に計上されていること自体から
売上計上漏れと断定することはできない。
第三の理由における違法性の問題であるが、違法性がないとした法とは何かということである。
この法とは、法人税法第22条第2 項を意味するとすれば、違法性がないということを本件に当ては
めると次のようになる。商品が横領されて架空名義で売却されたとしても請求人の売上計上漏れに
該当するから所得に加算し、当該金額の不法行為に基づく損害賠償請求権は当該役員に対する貸付
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金として処理した原処分は、法人税法第22条第2 項に違反しないということになる。
しかし、「収益」という概念は、税法上の概念ではなく会計上の概念であるから、法人税法第22条
第2 項に違反するか否かは、実は会計上の「収益概念」に該当するか否かによって判断しなければ
ならない。この横領された商品の売上が、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準において収
益として認識されるならば、これを益金として算入することは法人税法第22条第2 項に違反せず違
法性はないという法論理になるはずである。
ところが、経済的事実に基づく財務会計認識においては、横領された商品が売却された場合、こ
れを売上計上漏れと判断して計上する会計贋行は存在しない。横領された場合には、借方横領損失
勘定となり、貸方仕入勘定として認識されるはずである。したがって、法人税法第22条第2 項でい
う「内国法人の各事業年度の所得の金額の計算上当該事業年度の益金の額に算入すべき金額は、別
段の定めがあるものを除き、……資本等取引以外のものに係る当該事業年度の収益の額とする。」
という規定が会計上の収益概念に依存することを宣言したものと解すれば、横領商品の売却が売上
計上漏れにあたると判断した原処分は明らかに違法性があるといわなければならない。
問題は、請求人が別口取引を行い、その簿外売上金が横領された場合である。この場合には、当
然ながら横領された簿外売上金が売上計上漏れとして税務上認定されることになる。裁決は、「請
求人の簿外売上金横領であるか、請求人の商品を同人が横領したものとしてその売上は同人の個人
め取引に係るものと認めるべきであるかについては疑問の存するところであるが」（Z)としながら、簿
外売上金の横領であるとし、売上計上漏れに違法性ぱないとした。
しかしながら、もし簿外売上金であるならば、会社の別口口座の存在、二重帳簿の存在、仕入金
額と売上金額の比例関係、当座比率の変動などから容易に立証できるはずであるから、疑問が存す
るにもかかわらず、簿外売上金を前提として売上計上漏れと判断したことは明らかに問題である。
さらに、損害賠償請求権の金額はM に対する貸付金であるとした原処分に違法性はないと判断し
たことは、事実の実質的認識を無視したものである。貸付金というのは、「借用証書または手形を受
入れて金銭を貸付けることにより生ずる債権で…・・債権の名目額から取立不能予想額（貸倒見積
額）を差引いた金額」(3）を貸借対照表の資産として計上する勘定科目である。これに対し損害賠償請
求権は、債務不履行またぱ不法行為を原因として生ずる損害賠償を請求できる権利をいう(4)から、M
に対する損害賠償請求権を貸付金と同一視することは、形式的にも実質的にも正しくない。
これに類似する最高裁の次のような判決がある。「横領行為によって法人の被った損害が、その
法人の資産を減少せしめたものとして、右損害を生じた事業年度における損金を構成することは明
らかであり、他面、横領者に対して法人がその被った損害に相当する金額め損害賠償請求権を取得
するものである以上それが法人の資産を増加させるものとして、同じ事業年度における益金を構成
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するものであることも疑いない。」(1868.10.17 最高裁判決戸
すなわち、この判決によれば、横領損失は損害を生じた事業年度の損金として認識され、損害賠
償請求権は当該事業年度の益金として認識されるとするが、損害賠償請求権が通常の債権と同じよ
うに債権発生時に益金として認識されるものではない。少なくとも、損害賠償請求権については、
裁判等で金額が確定する段階まで担税力ある所得として認識すべきではないからである。
このようにみてくると、この裁決事例における売上計上漏れの認定と損害賠償請求権を貸付金と
して処理した原処分は、明らかに違法性のある判断ということになる。
n ．直送商品における販売収益の帰属時期(6)1
．事例の概要
審査請求人は、植物油等の卸売業を営む同族会社であり所得金額1,766,564円として申告したと
ころ更正処分を受けた。原処分庁によると、仕入先から得意先へ直送される商品については、得意
先に商品が納入された時に収益が計上されるべきであるとし、所得金額を2,667,634 円とする更正
処分及び過少申告加算税12,400円とする賦課決定処分が行われた。
請求人は、異議申立てをしたところ、異議審理庁はこれに対し、所得金額を2,627,634 円、及び過
少申告加算税の額を11,800円とする異議決定処分を行った。これに対し請求人はなお不服があると
して国税不服審判所に審査請求をした。
2. 裁決の要旨 ／
仕入先から得意先へ直送する方法によっている商品の販売収益の帰属時期は、商品が得意先に納
入された日とするのが相当である。
3. 請求人の主張
得意先へ販売した商品は、仕入先から直接得意先へ送付され、仕入先から請求人宛に請求書が送
付されてくる√請求書が送付されてくると、請求人は当該納入商品の得意先における検収結果を電
話で確認し、商品に瑕疵のないことを確認したうえで、当該商品の仕入伝票と売上伝票を請求書に
記載されている請求の日を起票日として同時に起票し、経理担当者は当該起票伝票に基づき仕入及
び売上があったものとして経理上の処理をしている。
売上金額は、納入した商品について瑕疵の有無を確認した後でなければ確定しないから、請求人
の採用している商品の販売による収益計上の時期は実情に見合ったもので不合理な点はない。
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4. 原処分庁の主張 し
請求人は、ほぼ商品が得意先等に到着した日をもって売上及び仕入の会計処理をおこなっている
請求人から注文を受けて、仕入先は数量、価額、納入場所、納入月日を約定し、指定日に商品を納
入し、受領印をもらって帰り請求人宛に約定のとおりに商品を納入したことを連絡し請求人に対す
る売上を計上している。 犬
請求人においてぱ、得意先へ商品を納入したことは、仕入先からの連絡により確認可能な状態に
あるから、商品が得意先等に到着した日をもって商品の販売による収益を計上することが、法人税
法第22条第4 項に規定する一般に公正妥当と認められる会計処理の基準による条理に合致するもの
と認められる。
5. 税務会計学的検討
法人税法第22条第4 項の解釈については、国税不服審判所においても原処分庁と同じ見解を示し
ており、法人税取扱通達の「だな卸資産の販売による収益の額は、その引渡しがあった日の属する
事業年度の益金の額に算入する。」（基本通達2 －1 －1 ）という文言に依拠している。しかしなが
ら、会計上の収益概念とは、基本的に転換を必要とし、必ずしも引渡しによる資産減少だけをもっ
七経済的価値の増加を即時に認識できるものではない。
これについて、裁決は次のように述べる。「法人税法第22条第4 項には、内国法人の各事業年度の
収益の額は、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算される旨規定されていると
ころ、企業会計原則及び会計実務の慣行をしんしゃくすれば、商品の販売による収益の額は、その
引渡しがあった日の属する事業年度の益金の額に算入すべきものと解される。」(T)確かに、通常の販
売においては、商品の引渡しと同時に現金もしくは現金等価物たる資産を獲得するから、引渡基準
による収益認識と実現した収益が一致する場合も多い。しかしながら、商品の引渡しが行われてい
ても、資産の転換及び金額の確定が認識されない限り、実現した収益とは認識されえない。
「通達」は引渡基準によって収益が認識できるとするが、企業会計原則及び会計実務の慣行を斟
酌すれば引渡基準と販売基準は同義とは解されえない。販売基準とは、引渡した資産または役務が
他の資産に転換することをもって経済的価値増加を収益として計上する基準であるのに対し、引渡
基準は、資産価値増加ではなく資産価値減少をもって収益を計上できるとする。したがって、引渡
基準は販売基準の1 つの要件を満たすとしても、負担能力ある課税所得を算定把握するための益金
計上基準としては十分条件とはならない。FASB
の財務会計概念No.5は、収益及び利得は、交換される資産価値増加として認識され、実現
収益となるためには金銭または金銭債権の獲得に限定されるとして次のように述べる。「収益及び
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利得は、一般に実現ざれるか又は実現可能でなければ認識されない。収益及び利得は、製品( 財ま
たは役務)、商品または他の資産が現金または金銭債権に交換されるとき実現される。収益及び利
得は、受領または保有の対価資産が金銭又は金銭債権に容易に転換されうるとき、実現可能であ
る丿8)という。ダ
本件売上計上漏れとされた取引は、直送販売の方法によって、商品は仕入先から直接得意先へ出
荷されており、当該商品は当該事業年度中に得意先等に到着していることは納品書等によって確認
できる。請求人における当該商品の売上及び仕入は仕入先から送付される請求書の日付で計上され
ていることも事実として争いがない。
かかる直送販売においては、一般に公正妥当と認められる会計処理の1 つとして、交付を受けた
請求書の日付で仕入及び売上を計上する会計処理もまた認められるということができる。その理由
は次のとおりである。
① 裁決では、請求人の得意先であるB 社の仕入の日は、売買契約で定められた当該商品の納入
期日としていることから、この日が請求人の売上計上の日であるとするが、これが成立する場
合は請求人が直接B 社へ商品を納付しているときである。しかし、本件のこの取引では、商品
は仕入先から直接B 社へ納付されており請求人は直接この商品の品番、数量、瑕疵の確認をし
ていないぽかりか、梱包にも出荷にもタッチしていない。
② したがって、契約上の納期の定め、仕入先に対する出荷指図、仕入先から得意先へ商品が到
達したとの連絡を受けていたとしても、商品の仕入れの前に売上が先行することはありえない
から、仕入商品の金額及び仕入先の運賃立替代などが確定し、さらに得意先による物品受領書
が添付された仕入先からの請求書に記載されている日付において仕入及び売上を記帳すること
もまた、会計上の公正妥当な処理として認められるというべきである。
③ 通常の経理処理は、現実の商品の仕入れ、納品書、請求書等の書類に基づき仕入が借方計上
され、当該商品が得意先へ送付されることにより納品書、請求書等の証憑書類を作成し、得意
先の検収による瑕疵のないことを確認したうえで売上が計上される。しかし、この場合の直送
販売取引においては、商品の仕入れが行われることなく、仕入先から直接得意先へ販売されて
いるから、請求人の経理においては、単に電話等で確認できたからといってなんの証憑書類も
ないまま、仕入帳、売上帳、仕訳帳に記入することは通常の経理処理としては有り得ない。
④ 法人税法第22条第4 項ぱ、会計上一般に認められている公正処理基準によっていれば、課税
所得の計算上においてもそれを認めようという趣旨であるから、公正処理基準である限り、こ
れを税務上否認することはこの条文解釈上許されないと解すべきものである。
⑤ 税務会計理論上の課税所得の算定把握においても、納税適状にある所得とは仕入先が得意先
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へ商品を送付した時点ではなく、仕入先から納品受領書とともに送付された請求書により仕入
及び売上が記帳され、この時点で益金及び損金を認識するのが最も適正妥当な処理ということ
ができる。
Ⅲ。売買契約の解除通知と売買収益の認諭"1.
事例の概要
審査請求人は、不動産の売買業を営む同族会社である。請求人は、1973年5 月17日にA から取得
した土地及び同土地の上にある住宅用建物をO に同年7 月26日付で売買契約を締結し、同年8 月15
日に同物件の所有権移転登記を完了した。
原処分庁は、1972年9 月1 日から1973年8 月31日までの事業年度における所得金額について、所
有権移転登記及び引渡しが完了していることを理由に、本物件の販売による収益は実現したとして
販売価額54,000,000円から原価の額47,958,730円を差引いた6,041,270円を所得の金額とする更正
処分及び過少申告加算税156,500円とする賦課決定処分をした。
しかし、この物件は1973年5 月17日にA から譲受けたものであるが同年7 月31日にA の義兄であ
るK からA の本物件にかかる所有権に関して疑義があるとして同人及び請求人を被告とする所有権
移転登記抹消請求の訴が東京地方裁判所に提訴され、更に同年9 月11日に同裁判所から本物件につ
き仮差押決定が行われた。これらの経緯の中で、本物件の買受人O から同月7 日付で請求人に対し、
本物件の売買契約解除及び売買代金全額返還請求が内容証明郵便によって行われた。
2. 裁決の要旨
販売した土地、建物について、既に物件の引渡し及び代金の決済が完了している以上、販売によ
る収益は発生し、実現しているものであるから、単にその売買物件について、買主から売買契約の
解除の通知及び売買代金の返還の請求があったとしても、その販売収益の確定に影響を及ぼすもの
ではなく、その販売収益の額を所得金額に加算したことは相当である。
3. 請求人の主張
請求人がO に販売した本物件について、当事業年度において、売買契約の締結、売買代金の決済、
物件の引渡し及び所有権の移転登記のすべてが完了しているところから、一見して本物件の売買取
引が当事業年度において完了しているように見えるが、本物件の買受人であるO から本物件の売買
契約解除及び売買代金の返還請求を受けたことは、本物件の返品があったと同義であって実質的に
引渡しが未了のものであるから売買取引は完了していないと解すべきである。
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仮に、売買取引が完了しているとしても、当該訴訟による和解金等の負担額が確定していないの
で、当該事業年度における収益と対応すべき費用が確定していないことになる。したがって、本物
件の販売による収益を当事業年度において確定したとする原処分は費用・収益対応の関係からみ七
不合理である。
4. 原処分庁の主張
請求人は、本物件の売買取引は事実上完了していないと主張するが、請求人は当事業年度におい
てO からその売買代金の全額を受領しており、また、本物件の引渡し及び所有権移転登記も適法に
完了しているものであるから、本物件の売買取引は、法的にも実質的にも当事業年度において完結
し、したがって、その販売による収益が実現していることは明らかである。
また、請求人が本物件を取得したことにつき係争が生じた場合であっても、このことをもってそ
の判決が確定するまでは本物件の販売による収益が未確定であるということを正当づける理由とす
ることはできない。
請求人の費用・収益対応に関する主張は、審査請求の審理の過程においてなされたものであるが、
法の適用、解釈を誤っているもので、本物件の売買に係る売却益の額6,401,270円を当事業年度の
所得金額に加算した原処分は正当である。 ＼
5 ．税務会計学的検討
課税所得計算は、「内国法人に対して課する各事業年度の所得に対する法人税の課税標準は、各
事業年度の所得の金額とする。」（法21) と、事業年度計算を前提とする。請求人の事業年度は、9
月1 日から翌年の8 月31 日であるから、事業年度終了後の9 月7 日付で本物件の売買契約解除及び
売買代金の全額返還請求がなされているので、形式的には当該事業年度の販売収益には影響を与え
ないものである。
しかし、課税所得の本質的性格は納税適状にある所得でなければならず、ゆえに課税所得の算定
は経済的実質に基づく負担能力主義の原則に基づいて算定されなければならない。税務会計上の負
担能力主義の原則とは、「課税所得の計測にあたり、租税負担能力の見地から、所得の発生原因、モ
の実態や、その性格、次いで、所得の処分可能性を配慮してぃその資金的な裏付けなどを考慮する
ことが要請される丿10)とする。本件は、その点、所得の発生原因そのものに問題のある取引で、形
式的には実現しているとしても、実質的には実現しているとはいい難い。
裁決は、形式一般論としての「公正処理基準」から当該販売収益は当該事業年度において発生し
実現しているとして次のように述べる。「資産の販売による収益は、一般に公正妥当と認められる
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会計処理においては、当該資産が買受人に引渡された時に発生し、実現するものと解されていると
ころ、本物件はA から取得し、当事業年度において請求人と買受人O との間に締結された売買契約
に基づき販売され、その売買代金の決済が行われるとともに物件の引渡し及び所有権の移転登記が
完了しているものであり、この事実については請求人も認めているところであり、本物件の販売に
よる収益は当事業年度において発生し、実現したとするのが相当である。」(11)
会計上の利益と課税上の所得が同一概念でないことは明らかであるが、法人税法第22条第2 項及
び第3 項は益金及び損金に算入すべき金額は、「別段の定め」を除き収益及び費用の額とするとし、
法人税法第22条第4 項は「第2 項に規定する当該事業年度の収益の額及び前項各号に掲げる額は、
一般に公正妥当と認められる会計処理の基準に従って計算されるものとする。」と規定する。
これは、法人税法上「別段の定め」のない事項については、健全な会計制度に依存した会計処理
を課税所得計算上も受容することを確認したものである。裁決における「一般に公正妥当と認めら
れる会計処理においては、当該資産が買受人に引渡された時に発生し、実現するものと解されてい
る」とするが、引渡基準は法人税基本通達2 －1 －1 によるものであり、必ずしも一般に公正妥当
と認められる会計処理の基準とはいい難い。また発生と実現が概念上明確に区別されていないこと
が問題であるが、取引事実を正確に認識し測定すべき会計において、販売収益が当事業年度に帰属
するものとして処理されるのは当然である。
しかし、本件の売買契約解除及び代金返還請求は、会計上重要な後発事象として注記事項及び監
査報告の対象となるものである。企業会計原則注解［注1 －3 ］では、重要な後発事象の例として
イ。火災、出水等による重大な損害の発生、ロ。多額の増資又は減資及び多額の社債の発行又は繰
上償還、ハ。会社の合併、重要な営業の譲渡又は譲受、ニレ重要な係争事件の発生又は解決、ホ。
主要な取引先の倒産の5 つを挙げているが、本件はこれらの例のうちニの重要な係争事件の発生に
該当し、これに伴い買受人が売買契約の解除及び売買代金の全額返還請求があったことを注記しな
ければならない。商法計算書類規則も「決算期後に生じた会社の状況に関する重要な事実」（計規第45
）を営業報告書に記載するよう要求している。
重要な後発事象とは、当期の財務諸表の修正を必要とするものと、次期以後の財務諸表に影響を
与えるために情報を補足する場合の二つがある。本件の場合には、貸借対照表日の1 週間後に売買
契約解除と売買代金全額返還請求が行われており、その4 日後には裁判所から物件取得に問題があ
るとして仮差押決定がなされている。
このような状況から、一般に公正妥当と認められる会計処理の基準においては、損益計算書の修
正を必要とするに十分な条件が整っているといえる。
裁決は、この点について、「単に買受人O から本物件の売買契約の解除通知及び売買代金の返還
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請求があったことをもっ七売買取引が完了していないとし、また、返品があったと主張する請求人
の主張には理由がなく、後日、請求人がO の請求に応じ売買契約の解除及び売買代金の返還をした
際に返品等として処理すべきものである。」(12)と述べる。
売買取引が完了した後で、貸借対照表日後売買契約の解除及び売買代金の返還請求があった場合
は、一旦売買取引が成立し完了しているわけであるから、単に売買契約解除の通知及び売買代金の
返還請求時点で返品があったものとして認識することはできない。しかし、この事例では、請求人
は1973年5 月17 日に当該物件をA から取得し、同年7 月26日にO に販売したものであるが、同年7
月31日に至ってÅの義兄K から所有権移転登記抹消請求の訴が東京地方裁判所に提起されている。
したがって、本物件の取得に関して問題があることは、当事業年度中に明らかになっており、そ
れを知った買受人のO が売買契約解除を請求人に通知したのが同年9 月7 日である。この流れから
みると、解除通知の原因は既に7 月31日の裁判提訴から始まっており、事業年度終了後に突然解除
通知と売買代金全額請求が行われたものではない。
理論的な課税所得概念は、負担能力のある所得でなければならず、経済的実質性を満たす納税適
状にある所得でな付ればならない。本件では、販売物件の取得そのものに問題のある取引であるか
ら、実質的にみれば販売そのものが成立していない可能性があり、価値増加たる収益が客観性、確
定性をもって認識できるまでには至っていないといえる。これを、売買が成立し、契約の解除及び
代金の返還を実際に行った際に返品等として処理すべきであるとした裁決は、あまりにも形式的過
ぎる判断と言わざるを得ないニ当為的課税所得概念は、負担能力のある且つ支払能力に配慮したも
のでなげればならないから、所得として確定したかどうかについては、的確な状況把握の基に慎重
な配慮が必要である。
IV. 手数料収入の計上時期に関する税務認識(13)1.
事例の概要
審査請求人は、水処理業を営む資本金1,000,000円の青色申告法人である。請求人はA 社とめ間
に代理店販売契約を結んでいるが、A 社が特に除外指定した8 社については、A 社が直接商品を納
入し、請求人はA 社が納入した商品に対してサービスを提供する請負契約となっている。請求人は、A
社の売上金額の一応25％を標準として請負手数料を受け取ることになっているが、この手数料の
金額は固定したものではなく、請求人が提供したサービス経費の多寡により変動する。
原処分庁は、A 社が製品を納入した時に請求人の売上債権が生ずるものとして、請求人の申告所
得金額2,168,539円に対して、3,426,482円とする更正処分及び過少申告加算税20,800円とする賦課
決定処分を行った。
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2 ．裁決の要旨
請求人の本件手数料収入確定の時期は請求人が契約上の給付を完了したときであるから、A 社か
ら支払いを受けたときとする請求人の主張は失当であるとともに、原処分庁が認定した手数料のう
ち当事業年度終了日現在まだ契約上の給付が完了していないものについては、その収益確定は翌事
業年度とするのが相当である。
3. 請求人の主張A
社との契約で除外指定を受けた8 社については、請求人はサービス等を提供する請負契約であ
り、この請負契約は、A 社が製品を納入してから4 ヵ月後に終了する。したがって、A 社から当該
納品に関する計算書の交付があるまでは、請求人としてはA 社の納品の有無も判明しないし、実際
に支払いを受けるまでは、その金額も判明しない。以上から、A 社の納品時に、請求人の売上債権
が確定するとして売上計上漏れと認定した原処分庁は不当である。
4. 原処分庁の主張
請求人は、A 社のT 県地区の代理店であり、工場がT 県地区にあって本社がS 市にある取引先に
ついては、一般の取引と異なり、代金の決済は直接取引先の本社とA 社との間で行われ、その金額
の25％相当額が請求人の売上としてA 社から入金される。また技術者の派遣費用等当事業年度計上
漏れとした収益に対応する費用は、すでに支出されてその取引は完了しているので、売上債権は確
定しており、売上計上漏れとして所得金額に加算した原処分は相当である。
5. 税務会計学的検討
原処分庁は、その後半部分で、技術者の派遣費用等が当事業年度に計上されているから、売上債
権は確定していると主張するが、この点については、審判所の調査によっても単なる代表者の巡回
であり、その出張費用計上が売上債権の確定と必ずしも明確に結び付くものではないと判断してい
る。
問題は前半の部分で、原処分庁は、この取引を請求人の販売契約であると認定し、商品の引渡時
に債権が確定し、所得の認識が出来ると判断した。しかし、本件における請求人の取引は、販売契
約ではなく役務提供の請負契約であり、請負契約の場合には給付の完了をもって債権の発生と認識
しなければならない。原処分庁は、本件につき請求人の売上としているが、請求人は売上ではなく
請負手数料であるから、明らかに事実の認定において誤っている。
この点について、審判所は次のように請負契約であることを明確にした。「この指定に より除外
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される工場は、前記請求人の主張イに記載したE 等各社のT 県下に所在する工場であり、この各工
場については、請求人に代理販売権を与えず、A 社が直接受注、販売および代金の回収を行い、請
求人はその販売製品の使用上の説明やサービスを行ない、このサービス等に対してA 社が請求人に
手数料を支払 う旨のものであるよ/14)
裁決は、したがって本件の場合、この役務提供が完了する納品から4 ヵ月後に手数料債権が確定
し、税務上の収益が確定すると判断した。しかし、税務会計学上の課税所得概念でいう担税力ある
納税適状にある益金認識からすれば、この場合、給付の完了と債権の確定の2 つの要件を満たす必
要がある。4 ヵ月後に給付が完了していることで、第1 の要件は満たされるが、債権の確定は金額
的確定を意味し、債権の発生をもって確定とみなすことはできない。
この点について、裁決理由においても、金額の確定には疑問を残しながら乱 債権の発生をもっ
て税務上の収益確定ができると判断した。「請求人が支払いを受ける本件手数料の額は、その主な
製品であるZ 商品についてはA 社がE 等に対する売上金額の25％が標準であることおよびその他の
添加剤等についてはその売値等により必ずしも比率は固定しているものでないことは請求人の主張
のとおりである。」(15)
もし、そうであるならば、「実際に支払いを受けるまではその金額も判明しない」という請求人の
主張に合理性はないが、すくなくとも計算書の交付までは、債権金額が確定しないといわなければ
ならない。
この裁決は、基本通達の「請負による収益の額は、別に定めるものを除き、物の引渡しを要する
請負契約にあってはその目的物の全部を完成して相手方に引き渡した日、物の引渡しを要しない請
負契約にあってはその約した役務の全部を完了した日の属する事業年度の益金の額に算入する。」
（法基通2-1 －5 ）とい う文言に強く影響されたものといえよう。
しかし、この通達は、役務の全部を完了した日に債権が通常確定することを予定したものであっ
て、会計上の実現は、給付の完了と債権の確定を共に満たすものでなければならない。
かつて、ペイトソ＝リトルトンは収益の実現を次のようにとらえた。「稼得は実現と混同しては
ならない。収益は、支配的見解によると現金受領、債権の獲得、又は他の新しい流動資産の獲得に
よって証明されるとき実現される。ここには、明らかな2 つのテストがある。（1）法的な販売又は同
様のプロセスによる転換、（2）流動資産の獲得を通じての確実性である。」（16)
ここでの要件は、転換と確実性である。法的な販売とは、契約に基づく所有権の移転であり、転
換とは資産の減少が新たな資産の増加をもたらすことを意味する。確実性とは、資産の具体的獲得
と金額の確定性を意味する。これは、役務提供の場合にも同様にあてはまる。役務の場合には、契
約に基づく役務の提供とその完了によって新たな資産の獲得をもたらす。したがって、契約の履行
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による資産への転換と資産獲得による確実性がともに必要とされる。1957
年のAAA 会計基準によれば、この実現の定義が確定性と客観性に置き変わる。「実現の本質
的意味は、資産又は負債の変動が会計処理上の認識を保証するに足る十分な確定性及び客観性をも
つにいたったということである。」(17)この実現概念は、資産及び負債はもとより、収益及び費用・損
失のすべての会計現象を会計処理上認識するにあたって、客観性と確定性の要件が必要であること
を強調する。
ウイソダルによれば、客観性とは次のようなものであるという。「会計人の類似項目に対する過
去経験、および彼の技術的背景が、健全な結論に達する基準を提供する。その場合、その会計人が、
ある項目について測定可能であることを決定すれば、その項目は客観性のテストを満たしていると
考えられよう。」(18) ニ
ここやの客観性は、高度な会計的資質を有する専門的会計人による健全な判断基準を前提とした
測定可能性と意義づける。これを前提とすると、収益認識にあたって実現の客観性要件とは、資産
転換の発生と転換された資産増加としての測定可能性が問題とされる。もう1 つの要件は確定性で
あるが、ウイソダルによれば、次のように定義される。「ある項目が、十分に確定性があるというこ
とは、覆される可能性がないというようなものでなければならない。われわれは、それを不変性を
もっているようなものでなければならないとい 侃 」(19)
このような実現の定義を本件にあてはめれば、客観性及び確定性をともに満たす時点は、役務提
供完了時点と、計算書到達時点ということになる。業績指標性を満たす観点からは、会計上役務提
供完了時点も認められるが、課税所得計算における益金認識においては、業績指標性ではなく、担
税能力性を満たす必要があるから、その意味で計算書到達時点による益金認識は真実公正な課税所
得概念からみて適正な時点ということができよう。
お わりに 十
課税所得は、本来、負担能力のある納税適状にある所得でなければならないから、税務会計上の
認識は、財務会計認識及び商法会計認識を前提としながらも、独自の認識要件をもたなければなら
ない。税務会計認識原理に基づく税務会計認識は、真実公正な課税所得概念を理念として、具体的
には不偏性、経済的実質性、及び担税能力性を要件として、益金及び損金を正しく認識しようとす
したがって、税務会計上の益金認識にあたっては、まず財務会計上の実現主義を適用すればどの
ように判断されるかを検討し、そこで公正妥当と認められるいくっかの会計処理を抽出し、次に税
務会計上の認識要件を適用することにより、その中から税務会計上の真実性及び公正性に合致する
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会計処理及び認識時点を確定する必要がある。
特に、法人税法第22条第4 項の「公正処理基準」に該当するか否かの判断は、財務会計上の「公
正処理基準」及び商法会計規定を参考としながらも、税務会計独自の認識が必要とされる領域であ
る。税実務上定着されているとされる税務慣習上の認定は常に正しいとは限らない。また、税実務
上は、［公正処理基準］であればそれを課税所得計算上是認すべきものであるが、理論上は真実公正
な課税所得概念の基に、税務会計上の認識を適用することにより再認識する必要がある。再認識に
よって、より適正な時点と会計処理を特定化することにより、あるべき課税所得計算体系が制度上
しだいに定着することを可能にさせる。現行税制という形式枠の中で新たな税務認識及び税務測定
が生まれることにより、より良い税制たる新しい形式枠への移行を必然化させる。
従来の形式から新しい形式へと移行させる基本的な税務会計思考が実質思考であり、税務会計認
識基準はこの実質思考を中心として形成される。この税務会計上の認識基準が益金及び損金の認識
として適用されることにより、税務上の「公正処理基準」とは何かがしだいに明らかにされる。こ
の税務会計認識における実質思考は、経済的取引事実を対象に形式・実質同一主義を理念としなが
ら、「新たな実質が新たな形式をうむ可能性」(21）をもたらすものとして重要な役割を担うことにな
る。
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